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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、公益社団法人経営・労働協会（以下「協会」という。）が、「外国人

の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」（以下「技能実習法」

という。）及びその関係法令に基づき外国人技能実習の監理事業を行うにあたって

必要な事項を定め、もって当該監理事業の適正な運営を図ることを目的とする。 

 

第２章 監理事業 

（監理事業及び監理責任者） 

第２条 協会は、技能実習法第２３条第１項の規定に基づき主務大臣の許可を得て、協会

の主たる事務所所在地において、一般監理事業又は特定監理事業を行う。 

２ 監理責任者は、外国人技能実習担当理事（以下「担当理事」という。）とする。 

３ 監理責任者は、以下に関する事務を統括管理する。 

（１）団体監理型技能実習生の受入れの準備 

（２）団体監理型技能実習生の技能等の修得等に関する団体監理型実習実施者への指

導及び助言並びに団体監理型実習実施者との連絡調整 

（３）団体監理型技能実習生の保護 

（４）団体監理型技能実習実施者等及び団体監理型技能実習生等の個人情報の管理 

（５）団体監理型技能実習生の労働条件、産業安全及び労働衛生に関し、技能実習責

任者との連絡調整に関すること 

（６）指定外部役員が、技能実習法施行規則第３０条第２項の確認を行う際の同指定

外部役員に対する報告 

（７）国及び地方公共団体の機関、外国人技能実習機構（以下「機構」という。）そ

の他関係機関との連絡調整 

４ 協会が取り扱う職種は別紙のとおりとする。 

 

（監査及び訪問指導） 

第３条 監査は、団体監理型実習実施者が認定計画に従って技能実習を行わせているか等

について、監理責任者の指揮の下、主務省令第５２条第１号イからホまでに定める

方法（団体監理型技能実習生が従事する業務の性質上、当該方法によることが著し

く困難な場合にあっては、他の適切な方法）によって３か月に１回以上の頻度で行

う。また、実習認定の取消し事由に該当する疑いがあると認められるときは、直ち

に監査を行う。 

２ 訪問指導は、第１号団体監理型技能実習に関して、監理責任者の指揮の下、１か

月に１回以上の頻度で、団体監理型実習実施者が認定計画に従って団体監理型技能



実習を行わせているかについて実地による確認（団体監理型技能実習生が従事する

業務の性質上、当該方法によることが著しく困難な場合にあっては、他の適切な方

法による確認）を行うとともに、団体監理型実習実施者に対し必要な指導を行う。 

３ 監査及び訪問指導に関する実施要領は別途定める。 

 

（団体監理型実習実施者との契約等） 

第４条 協会は、技能実習生の受入れを希望する企業等が、技能実習法及び関係法令に規

定される要件を満たしているときは、実習実施者として契約することについて代表

理事及び理事会の承認を得た上で、当該企業等と技能実習実施契約を締結する。た

だし、契約の締結に関して、急を要するときなどやむを得ない事情があるときは、

理事会の承認は事後で差し支えないものとする。 

２ 協会は、実習実施者が技能実習法及び関係法令が定める要件を満たさなくなった

ときは、代表理事の承認を得て、原則として当該実習実施者への技能実習生の新た

な受入れを停止する。また、既に当該実習実施者により受け入れられて入国・在留

する技能実習生がいるときは、引き続き技能実習を行うことを希望する技能実習生

について、技能実習の継続が可能となるよう他の実習実施者等との連絡調整を行う

ものとする。 

３ 担当理事は、実習実施者との契約及び技能実習生の受入れ状況等について、理事

会に報告しなければならない。 

４ 協会は、技能実習を労働力の需給の調整の手段と誤認させるような方法で、団体

監理型実習実施者等の勧誘又は監理事業の紹介を行ってはならない。 

 

（送出し機関との契約等） 

第５条 協会は、外国人技能実習生に係る送出し機関が、技能実習法及び関係法令に規定

される要件を満たしているときは、送出し機関として契約することについて、代表

理事及び理事会の承認を得て外国人技能実習事業に関する協定書を締結する。 

２ 協会は、送出し機関が、技能実習法及び関係法令に規定される要件を満たさなく

なったときは、代表理事の承認を得て、当該送出し機関が関与する新たな技能実習

生の受入れを停止する。 

 

（団体監理型技能実習生の選考） 

第６条 協会は、別途定める技能実習生選考基準に基づき送出し機関に人選を依頼し、団

体監理型実習実施者の面接等による選考を準備する。 

 

（国内外での講習実施） 

第７条 協会は、代表理事の承認を得て、送出し機関又は国内外の講習機関に委託し、技



能実習法及び関係法令の規定に基づき国外又は国内講習を実施する。 

２ 入国後講習の期間中は、団体監理型技能実習生を講習以外の業務に従事させない。 

 

（技能実習計画の作成指導等） 

第８条 協会は、役職員の中から、技能実習法及び関係法令が定めるところに従って、技

能実習計画の作成指導者を指名する。 

２ 技能実習計画作成指導者は、指導を行うにあたって、団体監理型技能実習を行わ

せる事業所及び団体監理型技能実習生の宿泊施設を実地に確認するほか、主務省令

第５２条第８号イからハに規定する観点から指導を行う。 

３ 協会は、団体監理型技能実習生との間に、認定計画と反する内容の取決めは行わ

ない。 

 

（相談・苦情への対応等） 

第９条 協会は、相談員を配置し団体監理型技能実習生からの相談に適切に対応するとと

もに、団体監理型実習実施者及び同技能実習生への助言、指導その他の必要な措置

を講じる。 

２ 前項の相談員は、原則として外国人技能実習生の母国語に対応できる者とする。 

３ 協会は、別途外国人技能実習生相談対応要領を作成し、役員及び職員に周知する

ものとする。 

４ 協会は、国及び地方公共団体、機構その他関係機関と連携を図りつつ、団体監理

型実習実施者等又は団体監理型技能実習生等から苦情があった場合には、迅速かつ

適切に対応するものとする。 

 

（技能実習継続困難時の対応） 

第１０条 実習実施者において倒産等の理由により技能実習を継続することが困難となっ

たときは、引き続き技能実習を行うことを希望する技能実習生について、技能実習

の継続が可能となるよう他の監理団体等との連絡調整を行うものとする。 

 

（実習先の変更を希望する技能実習生への対応） 

第１１条 技能実習生が第３号技能実習への移行の際に実習先の変更を希望するときは、

変更を希望する理由を聴取した上で、必要に応じて新たな実習先を確保するものと

する。 

 

（技能実習に関する職業紹介） 

第１２条 技能実習職業紹介に際しては、団体監理型技能実習生候補者に対し、従事する

こととなる業務の内容、賃金、労働時間その他の労働条件をあらかじめ書面又は電



子メール等の方法により明示する。 

２ 団体監理型実習実施者に団体監理型技能実習生候補者を紹介する場合は、紹介状

を発行するものとする。 

３ 協会（職業紹介事業所）は、労働争議に対する中立の立場をとるため、同盟罷業

又は作業閉鎖の行われている間は、団体監理型実習実施者等に対して技能実習に関

する職業紹介は行わない。 

４ 技能実習に関する職業紹介の手続き等については、別に定める。 

 

（監理費の徴収） 

第１３条 監理費は、団体監理型実習実施者等に対して、あらかじめ用途および金額を明

示したうえで徴収するものとする。 

２ 監理費（職業紹介費）は、団体監理型実習実施者等から求人の申込みを受理した

とき以降に、当該団体監理型実習実施者等から、別に定める監理費表に基づき徴収

する。 

その額は、団体監理型実習実施者等と団体監理型実習生との間における雇用関係

の成立のあっせんにかかる事務に要する費用（募集及び選抜に要する人件費、交通

費、外国の送出し機関に支払う費用その他の実費に限る。）を超えない額とする。 

３ 監理費（講習費）は、入国前講習に要する費用にあっては入国前講習の開始日以

降に、入国後講習に要する費用にあっては入国後講習の開始日以降に、団体監理型

実習実施者等から、別に定める監理費表に基づき徴収する。 

    その額は、監理団体が実施する入国前講習及び入国後講習に要する費用（監理団

体が支出する施設使用料、講師及び通訳人への謝金、教材費、第１号団体監理型技

能実習生に支給する手当その他の実費に限る。）を超えない額とする。 

４ 監理費（監査指導費）は、団体監理型技能実習生が団体監理型実習実施者の事業

所において業務に従事し始めたとき以降一定期間ごとに当該団体監理型実習実施者

から、別に定める監理費表に基づき徴収する。 

    その額は、団体監理型技能実習の実施に関する監理に要する費用（団体監理型実

習実施者に対する監査及び指導に要する人件費、交通費その他の実費に限る。）を

超えない額とする。 

５ 監理費（その他諸経費）は、当該費用が必要となったとき以降に団体監理型実習

実施者等から、別に定める監理費表に基づき徴収する。 

    その額は、その他技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に資する費用（実

費に限る。）を超えない額とする。 

    なお、送出し管理費は、監理費とは別に徴収する。 

 

 



（帰国旅費の負担） 

第１４条 協会は、技能実習生の帰国旅費（第３号技能実習の開始前の一時帰国を含む。）

を負担するとともに、技能実習生が円滑に帰国できるよう必要な措置を講じる。 

 

第３章 その他 

（個人情報の適正管理） 

第１５条 協会は、団体監理型技能実習生等、又は団体監理型実習実施者等から知りえた

個人的情報は、個人情報適正管理規定に基づき適正に取り扱うものとする。 

 

（監理団体許可証の備付け等） 

第１６条 協会は、事務所内に監理団体の許可証を備え付けるとともに、事務所内の一般

の閲覧に便利な場所に、本規程を掲示します。 

 

（申請書類等の保存） 

第１７条 技能実習監理事業に関して、主務大臣、機構又は地方入国管理局その他の行政

機関に提出した申請書類その他の文書等については、本信又は写しを当該技能実習

生の帰国後又は入国不許可後７年間保存するものとする。 

 

（改廃） 

第１８条 この規程の改廃は、理事会の承認を得て行うものとする。 

 

 

附則 

１ 施行日は平成２９年１１月１日とする。 

２ 外国人技能実習規程は本規程の施行に伴い廃止する。 

３ 担  当  外国人技能実習責任者         


